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日本版ＥＳＯＰの会計処理の方向性 
制度調査部

 
吉井 一洋

総額法で処理、連結対象外か？ 

[要約] 

 ＡＳＢＪ（企業会計基準委員会）は、2008 年 12 月 10 日の特別目的会社専門委員会で、「新たな

自社株式保有スキーム」（いわゆる日本版ＥＳＯＰ）の会計処理の検討を開始した。 

 ＡＳＢＪでは、独立した検討項目としてではなく、ＳＰＣ（特別目的会社）の連結問題の検討（2009

年 2 月論点整理公表予定）と合わせて検討する。関連するテーマとしては、他益信託の会計処理

を検討する。 

 現在のところ、個別財務諸表では日本版ＥＳＯＰの財産（自己株式・借入金等）の持分相当額を

総額法で計上し、連結財務諸表においても同様の処理を行い、連結対象とはしない方向を想定し

ている模様である。 

 

1.検討の方法 

◎日本版ＥＳＯＰの会計処理の検討は、2008 年 11 月 20 日の基準諮問会議の提言を受けて開始された。提言で

検討が求められた日本版ＥＳＯＰ（新たな自社株式保有スキーム）とは、「中間法人や信託等のビークルを利

用し、企業からの拠出金や金融機関等からの借入等を用いて、将来、従業員に付与する株式を一括取得し、当

該株式を一定期間保有したあとに従業員に付与するといった」スキームのことを想定している。中間法人を用

いる場合は、通常、導入企業は中間法人を営業者とする匿名組合契約を締結する。 

◎ＡＳＢＪでは、「当該スキームの取引内容は一様ではなく、また、必要と思われる取扱いは、他益信託の処理

だけである」ため、ＳＰＣの連結問題を検討している特別目的会社専門委員会が 2009 年 2 月に公表予定の「連

結財務諸表における特別目的会社の取扱い等に関する論点の整理」と合わせて検討する予定である。 

◎即ち、日本版ＥＳＯＰの会計処理という独立したテーマとして検討するのではなく、ＳＰＣの連結問題の検討

の中で、他益信託の会計処理を新たに盛り込むことで対処する。 

 

2.方向性 

◎日本版ＥＳＯＰの会計処理については、経済産業省の「新たな自社株式保有スキーム検討会」が 2008 年 11

月 17 日に公表した報告書で、次のような論点を挙げている。 

＜中間法人（匿名組合）スキーム＞ 

（1）個別財務諸表 

①匿名組合への出資について純額法（組合等の持分相当額を出資金として計上し、組合等の営業により獲得し
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た損益の持分相当額を当期の損益として計上する会計処理）、総額法（組合財産のうち持分割合に相当額部

分を出資者の資産及び負債として貸借対照表に計上し、損益計算書についても同様に処理する会計処理）の

いずれにより会計処理を行うか？ 

②総額法で会計処理する場合、匿名組合に対する自己株式の処分又は新株発行を自己との取引として相殺処理

するか？ 

③純額法により会計処理する場合において、匿名組合の借入金に対する債務保証をどのように会計処理する

か？ 

④純額法により会計処理する場合において、中間法人が導入企業の株式を譲渡したときに生じる取得原価と譲

渡価額との差額を、損益取引として会計処理するか、資本取引として会計処理するか？ 

（2）連結財務諸表…中間法人や匿名組合は、連結財務諸表上、子会社に該当するか？ 

 

＜信託スキーム＞ 

（1）個別財務諸表 

①信託の財産を、委託者の財産として会計処理するか、委託者の財産ではないものとして会計処理するか？ 

②信託の財産を、委託者の財産として会計処理する場合において、信託に対する自己株式の処分又は新株発行

を自己との取引として相殺処理するか？ 

③信託の財産を、委託者の財産ではないものとして会計処理する場合に、信託の借入金に対する債務保証をど

のように会計処理するか？ 

（2）連結財務諸表…信託は、連結財務諸表上、子会社に該当するか？ 

 

◎1 でも述べたように、ＡＳＢＪでは上記の論点の細部に踏み込んで検討することは予定していない。ただし、

他益信託については会計処理が明らかではないため、特別目的会社専門委員会の「論点整理」で記述すること

としている。 

◎現在のところ、ＡＳＢＪでは、組合や信託の会計処理については、下記の方向で検討している。 

●組合、信託について、原則、総額法で会計処理し、総額法によることが困難な場合（優先・劣後構造の場合

など）や適切で無い場合（単純な資金運用の場合など）には純額法での会計処理を可能とする。匿名組合は、

現在、原則純額法とされているが、引き続き原則純額法とするかが論点となる。 

●個別財務諸表上、総額法による場合は、連結財務諸表上も同様に処理し、連結対象とはしない。 

●他益信託は、受益者（日本版ＥＳＯＰでは従業員）が信託行為に定められた要件を満たすまで受益権を有し

ない。このような信託については、委託者（日本版ＥＳＯＰでは導入企業）が信託を変更する権限を有して

おり、委託者に信託の効果が帰属しないことが明らかと認められない場合は、信託財産を委託者の個別財産

として計上する（総額法で計上する）。委託者の財産として計上する場合は、連結財務諸表上も同様に処理

し、連結対象とする必要は無い。 

◎日本版ＥＳＯＰについては、連結財務諸表の連結対象とした場合、子会社による親会社株式の取得を禁止する

会社法の規定に反することになり、日本版ＥＳＯＰが法令違反とされてしまう可能性がある。そこで、日本版

ＥＳＯＰについては、個別財務諸表では総額法（自己株式の取得、借入金等の持分割合の計上）で会計処理し、

連結財務諸表上でも同様に処理し、連結対象とはしない方向で検討が進められる模様である。 

 

 




